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移しました。真珠層の厚さは、貝の真珠物質分泌能力に左右されますので、スーパーアコ

ヤ貝は交雑貝より優れた真珠物質分泌能力を持つと思われます。これらの結果から、スー

パーアコヤ貝の真珠は交雑貝に比べて品質が優れると評価されました。  
本稿では23年度の試験結果をご紹介しましたが、22年度に行ったスーパーアコヤ貝と交

雑貝の比較調査においてもスーパーアコヤ貝の生残率や真珠品質は交雑貝と同程度か優れ

た結果が得られています。こうしたことから、スーパーアコヤ貝は実用的に優れた品質特

性を有すると評価されました。24年度には、挿核する時期を変えて真珠生産試験を実施し、

真珠品質の結果から挿核に適した時期について検討しており、現在試験データを整理・解

析しているところです。 

 

今後の展開 

挿核イノベーション事業では、｢低塩分海水養生技術｣と｢スーパーアコヤ貝｣を現場へ導

入・普及するための成果を多く得ることができました。｢低塩分海水養生技術｣では、今回

ご紹介した期間短縮のほか、水槽への貝の収容可能数や、現場で活用できる小型ろ過水槽

の有効性についても試験を行っており、今後それらの結果をまとめて現場への普及をさら

に進めていく計画です。また同時に、低塩分養生によるシミ・キズの低減のメカニズムに

ついても検討していきます。これは、そもそもなぜ真珠にシミ・キズが形成されるのかと

いうことにも迫る課題であり、このことが解明されればシミ・キズの低減効果の増大や、

高品質真珠生産の効率化にもつながります。 

閉殻力を指標に生産した｢スーパーアコヤ貝｣については、今回の品質特性の調査結果か

ら、現場での優れた実用性が明らかになりました。本生産技術は、挿核イノベーション事

業の参画機関でもある公益財団法人三重県水産振興事業団（三重県栽培漁業センター）に

おいて、既にアコヤガイ種苗生産の技術として活用されています。今後は、当研究所と栽

培漁業センターとの連携をさらに強め、スーパーアコヤ貝の生産の安定化や効率化を進め

ていくこととしています。当研究所では、このような技術開発および成果の実用化の取り

組みを通じて、真珠養殖業者の皆様と連携しながら、真珠の品質および生産性の向上に努

めていきたいと考えています。 
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モイストペレット給餌によるマダイ養殖飼料コスト削減の可能性 

 
尾鷲水産研究室 宮本 敦史  

 

はじめに 

三重県のマダイ養殖はおもに熊野灘沿岸域で営

まれており、重要な漁業種類のひとつです。マダ

イ養殖に用いられる飼料は、生餌からモイストペ

レット（MP）を経て、現在では固形配合飼料が主

流となっており、固形配合飼料のなかでも比較的

安価なドライペレット(DP)が広く普及しています。            図 1．マダイ  
近年、固形配合飼料は主原料である輸入魚粉価

格の上昇に伴い、値上がりが進んでいます。マダ

イ養殖において、飼料にかかるコストは養殖コス

ト全体の約 60％を占めており、養殖漁家の経営改

善を図る上で飼料コストの削減は避けられない状

況です。輸入魚粉の価格は、原料魚の漁獲制限や

諸外国の旺盛な需要により今後も高値となる可能

性が高く、飼料コストを削減するためには飼料原

料に占める輸入魚粉の配合率を下げる必要があり

ます。  
マダイ養魚用飼料の魚粉配合率を下げるため、       図 2．マダイ養殖場  

魚粉に代わる原料の導入が進んでいますが、輸入  
魚粉価格上昇の影響もあり、現時点では大幅な飼料コストの削減には至っていません。ま

た、代替原料により魚粉配合率を下げた配合飼料を養殖現場で利用するには飼料メーカー

が商品化するまで待たなくてはならず、それまで養殖漁家は飼料コスト高騰の影響を受け

続けることになってしまいます。一方、一般的な MP は原料の半分以上がイワシ類やサバ

などの生魚であるため、DP から MP に転換するだけで飼料の魚粉配合率を半分以下に抑え

ることができます。MP は、養殖漁家が自ら作製することや、地域の水産加工業者等から

購入することができるため、DP から MP への転換は飼料の魚粉配合率を下げる対策として

養殖漁家がすぐに着手できるものです。そこで、DP と MP をマダイに給餌して飼育成績を

比較し、MP 給餌によりどの程度飼料コストが削減できるか検討してみました。あわせて、

飼料の違いが肉質や健康状態に与える影響も調べました。  
 

方法 

 カタクチイワシまたは小サバを市販のマダイ MP 用粉末配合飼料（魚粉含有率 52％）と

それぞれ１：１の割合で混合し、総合ビタミン剤を 1％添加した 2 種類の MP（カタクチイ

ワシ MP、サバ MP）を試験飼料として作製しました。対照区として市販のマダイ育成用

DP（魚粉含有率 43％）を用意しました。各飼料の一般成分は表 1 に示しました。本研究

研究成果情報
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図 10. 血漿トリグリセリド値        図 11. 血漿リン脂質値 
 

ＭＰ給餌への転換にあたって 

MP を給餌するメリットとしては、原料価格や養殖魚の健康状態などに応じた成分調整

が可能であることが挙げられます。また、MP を給餌したマダイは DP を給餌したマダイに

比べ皮膚が強いことが経験的に知られています。強い皮膚を持つことにより、感染症や寄

生虫症への抗病性が高まり、生残率の向上につながることが期待されます。  
このようなメリットがありながら、多くの養殖漁家が MP から DP に転換した理由は、

DP 給餌に比べいくつかの点でデメリットがあったためと考えられます。まず、飼料の調

達、保管および作製が DP に比べ煩雑で時間を要することや、原料魚の価格や脂肪含量な

どが変動することが挙げられます。また、カタクチイワシなどの一部魚種にはビタミン B1

欠乏をもたらすチアミナーゼが含まれており、生育や抗病性の低下などを招く可能性があ

ることから、ビタミン B1 を含むビタミン剤の添加が必要です。そのほか、固形配合飼料に

比べ MP は残餌による海域への窒素負荷が多くなることが指摘されています。魚類養殖漁

場における自家汚染は病害の発生や漁場荒廃などの現象をもたらすおそれがありますので、

丁寧な給餌を行い、残餌を極力減らすことで海域に与える負荷を軽減させる必要がありま

す。  
このようなデメリットがありますが、魚粉価格が高騰し、飼料コストの上昇が避けられ

ない状況の中、今回の飼育試験ではマダイに MP を給餌することで成長速度、肉質および

健康状態のいずれの項目においても DP と同等以上の成績を保ちながら増肉単価の削減が

実現できたことから、MP への転換は飼料コスト削減の選択肢の一つになりうると考えら

れました。実際のマダイ養殖では給餌頻度、飽食度および用いる飼料銘柄が養殖漁家ごと

に異なるほか、MP 給餌により新たに発生する人件費や設備投資まで考慮すると、DP から

MP への転換で得られる飼料コスト削減効果は漁家ごとに異なるものと考えられます。ま

た、原料魚の価格および脂肪含量も増肉単価に影響を及ぼすことから、同じ漁家でも常に

一定の削減効果が得られるわけではないと考えられます。養殖漁家は、ＭＰ給餌によるメ

リットおよびデメリットに加え、各々の給餌スタイルを考慮したうえで MP への転換を判

断する必要があります。 
今回は夏季における 1kg サイズのマダイで飼育試験を実施しましたが、今後は稚魚導入

時から出荷時まで一貫した比較飼育を行うことで総合的なコスト削減効果を見積もる必要

があると考えています。 
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図 1．英虞湾内の干潟と沿岸遊休地 

 

里海のまち志摩市で進める沿岸遊休地の干潟再生 

 
鈴鹿水産研究室 国分秀樹 

 
豊かな海を支える干潟・藻場 

 近年「きれいな海」から「豊かな海」へと沿岸域のあり方が議論されています。海域で頻発

している赤潮や貧酸素等の環境問題の原因は、陸域からの豊富な栄養供給により生産された植

物プランクトンが、それらを摂食する二枚貝や魚類等の高次の生物へ効率的に利用されていな

いところにあると考えられます。これまで「きれいな海」を目指した陸域からの流入負荷削減

が中心に推進されてきましたが、貧酸素の状況は一向に改善されていません。その原因は海域

で発生した植物プランクトンが生物生産に利用されず、赤潮として海底に沈降するという、適

正な物質循環が機能していないことが考えられます。 
 干潟や藻場は、水産生物の産卵、保育場として沿岸域の生物生産を支えていると同時に、海

域の正常な物質循環機能を担う重要な役割をもつといわれています。しかし、明治以降、産業

活動の発展に伴い、全国で 4 割以上の干潟や藻場が姿を消しています。「豊かな海」を取り戻

すためには、これまでも行われてきた流入負荷削減の継続に加え、過去に消失した干潟・藻場

を再生し、本来海域が有していた物質循環機能を取り戻すことで海域の生物生産を増進する取

組が必要です。 
 
沿岸域における遊休地の増加 

 では、どのような場所に干潟や藻場を再生すれば良いのでしょうか。近年、全国の沿岸域の

埋立地や干拓地では、かつては利用されていたけれども、社会情勢の変化により、利用されず

に放置されたエリアが多数存在していることが指摘されています。このような利用率の低いエ

リアは無視できない規模であり、全国で約 60,000ha、 東京湾では約 2,149ha 存在するといわれ

ています（平成 14 年度首都圏白書）。このような沿岸遊休地が干潟再生の重要な候補地になる

と考えられます。これは新たな場所に新たな

材料を投入して造成する従来の人工干潟造

成よりも安価で効率的な手法であるといえ

ます。 
 この沿岸遊休地の問題は英虞湾において

も同様であり、干拓により一時は耕作地とし

て利用されていましたが、現在は耕作されて

いない沿岸休耕地が多数存在します。英虞湾

では、江戸時代後期から戦前にかけて食糧増

産を背景に地域住民によって水田干拓が行

われ、70％以上の干潟や藻場が減少しました。
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月からは、志摩市総合計画において、里海づくりと干潟再生が市の重点施策として位置づけら

れるなど、志摩市を中心に沿岸域の統合的管理を実施する基盤が整いつつあります。 
干潟再生の結果、海水導入前では、6 種類しか見つからなかった生物が、海水導入開始後 6

ヶ月で 20 種類、2 年後には 35 種類見られるようになり、周囲の自然干潟と同様の生態系に戻

りつつあります（図 4）。また、再生干潟においてアサリの定着や養殖アオノリの良好な生育も

確認でき、周辺の漁業者から「干潟再生後海の環境が改善した」という意見をいただくなど、

少しずつですが、地域住民の理解も得られつつあります。 
 
沿岸休耕地再生の課題 

 一度失われた干潟を再生することは容易ではありません。これまでの研究取組で、沿岸遊休

地に海水を導入することで生物の豊かな干潟へと再生できることが科学的に実証されつつあ

ります。しかし、実際に沿岸遊休地を干潟に再生するためには、多くの課題があります。一つ

は我が国の複雑多岐にわたる沿岸管理の状況です。沿岸遊休地を干潟に再生するには、県や市

の農業、建設、水産、環境等の部局をはじめ、自治会、漁協等との連携が不可欠になってきま

す。他には防災対応で、潮受け堤防の水門を開放した際には海水が後背地に浸入しやすくなる

ため、その対策を考える必要があります。さらに土地の権利として、干拓された農地には、休

耕地であっても所有者が存在するため、干潟に再生するためには所有者の理解も必要になって

きます。以上のような課題を解決していくためには、研究機関や水産行政単独では限界があり、

今後の干潟再生の実現に向けて、統合的沿岸域管理の視点に立ち、目指すべき海域像を共有し、

地元住民と行政が一体となった取組が必要になってきます。 
 
おわりに 

 英虞湾では、さらに第 2、第 3 の干潟再生が昨年から始まっています（図 5）。この干潟再生

活動は、志摩市と環境省と地元企業が連携し、企業が CSR の一環として自社所有の沿岸遊休

地の再生に着手しています。このように徐々に再生の輪が地域に広がりつつあります。 
 我々は過去の干潟の干拓を否定するものではありません。食糧増産を背景とした湾奥部の干

拓は、その時代の人間生活にとって必要でした。しかし、現在はその当時と比べて社会情勢が

大きく変化しています。これからは、その時代に合った沿岸域の管理施策を順応的に選択する

必要があると考えています。 
沿岸遊休地の有効利用法の一つの選

択肢として干潟再生があります。今後は

この干潟再生を湾内 485カ所存在する同

様の沿岸遊休地に展開する活動につな

げていきたいと考えています。そのため

には統合的沿岸域管理の視点に立ち、地

元住民と行政が一体となって真摯に議

論するとともに、地道な活動であっても、

できるところから連携して干潟再生に

取り組んでいく必要があります。 

図 5．地元企業と連携した新たな干潟再生 
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図 2．H24 年の地区別の漁獲量（黒、白別） 

図 3．近年のアワビ漁獲量 

図 1．海女とアワビ類の水揚風景 

今年（平成 24年）のアワビ漁を振り返って 

 
水産資源育成研究課  阿部文彦 

 
 三重県の鳥羽志摩地域の重要な水産資源のひとつにアワビ

があります。また、アワビを獲る海女は、地域の漁村風景と

して広く認知されており、観光も含め地域の活性化に貢献し

ています（図１）。 
アワビ類は、繁殖期が秋から初冬であるため、資源保護を

目的として 9 月 15 日から 12 月 31 日の間は三重県漁業調整規

則によって禁漁期間となっています。ここでは、H24 年 9 月

14 日で終了した H24 年のアワビ漁はどうであったのか、振り

返ります。 

 図 2 に鳥羽市と志摩市の代表的な地区における

平成 24 年のアワビの漁獲量を銘柄ごとに示しまし

た。白あわびとは、メガイアワビとマダカアワビを

あわせて集計されたものです。アワビの漁獲量は志

摩市で多く、最も多かったのは片田（6.1 t）でした。

銘柄別では、鳥羽市は黒あわび、志摩市は白あわび

が漁獲量の半分以上を占めています。 
 次に、鳥羽市と志摩市における近年のアワビ漁獲

量の推移を図 3 に示しました。鳥羽市（14 地区の合

計）では、H20 年の 19.9 t 以降減少し、H23 年は記

録的な不漁（6.1 t）でした。H24 年は 7.4 t と少し持

ち直しましたが、依然として漁獲量は少ない状態が

続いています。志摩市（13 地区の合計）では、H21
年まで漁獲量が増えつつありましたが（H21 年は

43.0 t）、以降減少に転じ、H24 年は 24.1 t まで減少

しました。 
 アワビの市場単価の推移は、黒・白あわびと

も同様の傾向で、H19 年（黒 8,779 円/kg、白 6,852 円/kg）から価格が下落し、H21 年に最安値（黒

5,837 円/kg、白 4,537 円/kg）となった後、上昇に転じ H23 年は比較的高値（黒 8,632 円/kg、白 6,215
円/kg）となりました。しかし、H24 年は再び価格が下落し、黒 7,914 円/kg、白 5,541 円/kg でした。 
こうして見ると H24 年のアワビ漁は、漁獲量の減少に加え、単価の安値というダブルパンチに

見舞われたことにより、非常に厳しいものであったと言えます。 
水産研究所では、アワビ稚貝にとって好適な生息環境の解明や種苗放流効果を高める技術の開

発を実施しており、得られた成果を迅速に生産現場へ導入し、アワビ資源の回復を目指します。 
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西日本で猛威を振るったミキモトイ赤潮 ＝ 対岸の火事？ 

 
水圏環境研究課 中西尚文 

はじめに 

今夏、西日本沿岸域で Karenia mikimotoi（カレニア・ミキモトイ。以下，ミキモトイ）

赤潮が猛威を振るい、特に豊後水道と伊万里湾では大きな漁業被害をもたらしました。今

回は、被害対策の一助となるよう、西日本における本種赤潮の発生状況をレポートします。 
ミキモトイの生物特性と漁業被害 

低塩分（降雨）、低日射量（曇天・降雨）を好み、三重県では 5～12 月に高密度で出現す

る植物プランクトンです。今夏、西日本では養殖魚のほかに、蓄養魚、定置網･建網・篭・

タコツボ・漁船生簀内の漁獲物、天然アワビ･サザエ、蓄養･養殖アワビ、天然･養殖マガキ、

アコヤガイのへい死が報告されました。被害を受けた漁業や魚種も多様で、とても恐ろし

いプランクトンと言えます。 
西日本における赤潮発生と被害の拡大 

今夏、豊後水道では黒潮系暖水の波及が弱く、沿岸一帯にミ

キモトイが好む環境が形成されました。これを引き金に各湾で

赤潮を形成、それらが移動することで被害が大きくなりました。

例年と違い、湾口・湾央部で高密度になり、餌止めや漁場移動

で対処できなかった点も被害拡大の一因になったようです。佐

賀県では餌止め 2 日目で限界を感じた業者が、トラフグ幼魚に

投餌した直後に大量へい死させたとのことです。一般的に幼魚

は餌止めに弱く、さらにトラフグ特有の噛み合いを始めたよう

で、我慢できなかった業者の気持ちも理解できます。 
対岸の火事ではない 

ミキモトイは三重県でも被害件数、被害額が大きい要注意種です。今年の夏～秋季には、

英虞湾および阿曽浦でミキモトイとシャットネラ・マリーナ（低密度で魚類をへい死させ

ることで知られる）、ヘテロカプサ・サーキ

ュラリスカーマの 3 種による複合赤潮が比

較的長期間にわたり発生しました。西日本

で発生した漁業被害は、決して対岸の火事

とは言えない状況です。英虞湾の真珠業者

は赤潮対策のため，自ら採水、検鏡して、

プランクトンの動向をモニタリングしてい

ます。魚類養殖業者の方々におかれても、

自衛策としてモニタリングを導入すること

を推奨します。モニタリング方法に関する

質問や、プランクトン同定研修をしてほし

いといった要望があれば、お気軽にご相談

ください。 
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図２. へい死した試験生簀のマハタ 3 歳魚  

(2012 年 7 月 15 日朝，ミキモトイが 69,500 細胞/ml 発

生し透明度が低下。愛媛県水産研究センター提供。) 

図 1. カレニア・ミキモトイ 

（2008 年 9 月 8 日礫浦） 




